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ＩＣＴを用いた搬送先医療機関の選定 

９９さがネット及びe-MATCHについては、 

平成２４年度第２回救急業務のあり方に関する検討会資料より抜粋 

資料３ 



５．救急搬送における課題と円滑な受入れの推進について 

• 救急医療機関の診療情報が的確に消防機関に伝わる体制を構築す
るための救急医療情報システムについて、医療機関の診療情報が適
切に更新されていない等の理由により、必ずしも有効に活用されてい
ないとの指摘があった。 

• 救急医療情報システムによる医療機関の診療情報を地域の救急医
療機関同士でリアルタイムに共有できる体制や消防機関からも情報
入力できる体制についても考えるべきである。 

• 今後、第二次救急医療機関も含め、救急医療情報システムへの地域
の救急医療機関の入力状況等についてメディカルコントロール協議
会等で検証を進める必要があり、この点については、本検討会と同
時期に総務省消防庁において開催された救急業務高度化推進検討
会においても指摘されたところである。 
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 先進事例調査結果①   99さがネット 
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 先進事例調査結果①  99さがネット 

 特徴・導入の経緯等 

＜特徴＞ 
 ●iPadを全ての救急車に配備。操作に慣れてもらうため、迅速な病院選定を主眼としたシン 
  プルなシステムづくりに努めた。 
 ●病院が救急医療情報システムに「受入可否情報」を入力することで救急隊間・病院間でリ 
  アルタイムに情報共有し、搬送後の傷病者の「転帰情報」も病院に入力してもらっている。 
 ●現在は、活動記録票は別に書いている。 

＜費用負担＞ 
 ●システム更新の財源として、「総務省ICTふるさと人材育成事業」を活用（国が全額負担）。 
 ●システム維持費は、国・県・市町で3分の1ずつ負担（３分の１の額を20市町で人口按分）。 
 （予算化の際、市町の救急業務だけでなく、県として搬送事例を検証する医師の業務改善の     
  ための事業と説明。） 

＜導入手法・活用状況＞ 
 ●導入にあたっては、県、病院（救急医）、消防本部警防課長等による検討会を開催。導入 
  前の研修では、実際にiPadに触れてもらうため、県職員が各消防本部を巡回した。 
 ●消防本部によって活用状況に差はあるが、都市部より周辺地域で特に活用されている。 

＜個人情報＞ 
 ●システムの中で、個人情報は取り扱わない方針としている（iPadでは、伝票番号で管理し、 
  住所も番地までは表示されない。個人情報は、別途紙ベースで保管）。 
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 先進事例調査結果①  99さがネット 

 ●病院の業務量軽減（iPadの入力と予後調査に対応しているため、現時点では、業務量増） 
 ●転帰情報の消防への公開（現時点では、行政・医師会・医療機関のみ） 
 ●地域メディカルコントロール協議会に対するフィードバック 

 ●システムのバージョンアップ（活動記録票の電子化等 現在検討中） 

 今後の課題 

●iPad導入後、現場滞在時間が短くなった消防本部がみられる。 

●病院が、他病院の受入れ状況を見ることが可能となり、地域医療を考えた受入れを行うように 

 なった。 

●県によるデータ分析の結果、現場から病院までの搬送時間に地域ごとのばらつきが見られた 

 ため、ドクターヘリを導入するきっかけとなった。 

●マスコミによるPR等により、救命救急センターの医師数が増えた。 

●薬剤等について、インターネットを用いて調べる際の利便性が良くなった。 

●クラウド化や、システムの企画を県が担うことでプログラミングの事業者を公募し、競争入札 

 にすることができたことにより、システム更新料を2億円から9,700万円、システムの維持費を 

 6,700万円から2,700万円（iPad購入費含む）に抑えることが出来た。 

 導入の効果 
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 先進事例調査結果②   奈良県 e-MATCH 

10 （資料）奈良県提供資料 

 e-MATCHの全体像 
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（注）上記の説明及び画面は、開発時点でのイメージ図であるため、実際の画面とは異なる場合がある。 
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＜特徴＞ 
●iPadを全ての救急車に配備。傷病者の症状に見合った病院の選定を支援。 
●緊急度判定を組み込んだ病院の選定が行え、救急隊が入力した傷病者情報を医療機関へ 
 伝達できるシステムとした。（医療機関への本格的なシステム導入はこれから。） 
●現在は、実施基準に基づく症状ごとの応需情報を、県が毎日病院に確認し、提供。 
 （診療科ごとの応需情報は、救急医療情報システムのデータを参照。） 
 救急隊が、照会した病院の受入可否情報をiPadに入力することで、救急隊間で情報共有し、無駄な照会を 
 減らす。（来年初頃に、各病院よりリアルタイムの応需情報をiPadに入力してもらえるようシステム改良中。） 
●各消防本部で、活動記録票の様式が異なっているため、「活動記録票作成機能」はオフにしている状況。 
 今後の様式統一化への方向性と併せて、当該機能の運用を検討。 

＜費用負担＞ 
●システム開発の財源として、「総務省ICT利活用広域連携事業」を活用。 
●システムの導入・運用は、奈良県がNPO法人ヘルスサービスR&Dセンター（以下「CHORD-J」）に委託。 
 追加開発については、必要に応じて、CHORD-Jと一般社団法人HIMAPが実施。 
●システムの開発経費は主として国の財源（地域医療再生基金）を活用。 

＜導入手法・活用状況＞ 
●県が消防機関を対象に説明会を開催し、CHORD-J等が中心となって、利用方法を説明。 
●運用開始後は、意見交換会、各消防機関へのアンケート調査を実施するとともに、コールセンターにおいて 
 問合せ・改善要望等を受付。 

＜個人情報＞ 
●システムの中で、個人情報は取り扱わない方針（性別、年齢等の情報のみ入力）としている。 

 先進事例調査結果②  e-MATCH 
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 特徴・導入の経緯等 



 先進事例調査結果②  e-MATCH 
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●消防機関の業務量軽減と作業に見合った情報の提供 
 （e-MATCHの入力とは別に、救急活動記録票を作成することによる、業務量の増。 
 今後、e-MATCHのデータを基にした活動記録票作成機能の実装を予定。消防側が必要とする 
 データのフィードバックも実施する。） 
●医療機関からのリアルタイムでの応需情報の提供 
 （救急医療情報システムがあまり活用されていない医療機関からも、リアルタイムの応需情報を 
 提供してもらうよう働きかける。） 

 今後の課題 

●ドライビングタイムの短縮が困難であるため、搬送時間全体としては目立った効果は現れて 
 いないが、照会回数の減や照会開始から病院選定までにかかる時間の縮減には繫がっている。 
 ・iPadによる緊急度判定により、最適な搬送先が自動的に検索できる。 
 ・医療機関の受入可否がiPadに表示され、全ての本部・救急隊で共有できる。 
 ・（今後期待される効果…）複数医療機関に照会をかける場合、救急隊の入力データが自動的に 
  医療機関へ送信されるため、何度も同じ内容を伝達する必要がなくなる。 
●（今後期待される効果…）救急隊の入力データが医療機関の端末で確認できることから、誤伝達 
  の防止に役立つ。 

 導入の効果 



◯病院選定（消防）：スマートフォンを活用した救急搬送支援システム 
◯実施基準検討：救急医療情報システムと連携した救急搬送情報の収集・分析システム 
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救急情報入力システム 

救急情報分析システム 

消防機関【病院前情報】 
・スマートフォン 
 （救急搬送支援システム） 

・CSVアップロード 等 

医療機関【病院後情報】 
・PC 等 

協議会（保健所） 
・実施基準の検証 等 

消防機関 
・救急隊活動検証（MC） 
・統計の活用 等 
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今後調整 

（資料）大阪府提供資料 



・病院の診療機能情報の表示 
・病院の受入状態の表示 

※医療機関がリアルタイムな情報を入力するこ
とが重要。 

17 （資料）大阪府提供資料 



分析システムの特徴 
・システムで設定しているグラフ・表の出力が可能 
・各圏域の実態に合わせたグラフ・表の作成が可能。 （様々な条件設定が可能） 

18 （資料）大阪府提供資料 



19 （資料）大阪府提供資料 



20 

（まとめ） 

• 各都道府県において、「救急医療情報センター事業」のシステム改
変を行い、救急搬送の受入体制の円滑化が進められている。 

• ＩＣＴ技術の進歩により、従前に比較して低コストで、新たなシステム
の導入が可能となってきている。 

• これらのシステムの導入により、現場滞在時間の短縮、搬送先医
療機関への照会件数の減少等、一定の効果が認められている。 

 

 

（課題・論点） 

• 関係者間での情報共有のツールとして、情報の適時更新が必要。 

• 救急搬送に係る実施基準の事後検証ツールとしての活用が期待さ
れる。 

効果を上げるためには・・・ 


